平成２６年６月２０日

都立商業関係高等学校長各位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都商業教育研究会会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大　林　　誠

（公印省略）

授業等における物品販売等の教育活動に対する支援について
　新学習指導要領の改訂には「地域産業や地域社会との連携・交流を通じた実践的教育」の必要性が示されています。新しく設置された「商品開発」や「電子商取引」、これまでの「課題研究」や「総合実践」などでは、実際に企業活動を経験的に理解することも大切です。

そこで東京都商業教育研究会では、生徒が主体的に実践的授業に取組むことを支援するため、下記の事業を創設し、商業教育の充実・発展に資することとする。

記

１　事業名称　　「物品販売等支援事業」

２　目　　的　　学習指導要領に基づき、生徒が実践的に商業を学ぶ機会を支援する。
３　支援内容　　物品販売等にかかる経費の貸与
４　応募要件　　教育活動と位置づけられた商業教育にかかわる事業であること。

５　予算上限　　特に定めない。
６　応募方法　　公募とする。
　　　　　　　※希望する場合は（別添様式）により応募を申請する。
７　申 請 先　　東京都商業教育研究会会長
　　　　　　　　〒176-0021　練馬区貫井３－４５－１９　都立第四商業高等学校長　大林　誠
８　審　　査　　役員会にて申請金額及び申請内容を審査し、会長が決定する。

９　会計報告　　事業完了後は任意の書式で会計報告を行い、貸与した金額を返済すること。

10　そ の 他　　万が一、貸与した金額の全額又は一部を返済することができなくなった場合、その原因となった事柄を報告書にまとめて提出しなければならない。
（別紙様式）東京都商業教育研究会 物品販売等支援事業 申請書
申請日：平成　　年　　月　　日提出

東京都商業教育研究会会長殿

　以下のように申込みますのでご審議ください。
	代表教員名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私印

	学　校　名
	　　　　　　立　　　　　　　　　　　　　高等学校

	当該授業等

名称（科目名）
	

	授業等の概要
	

	支援を希望する具体的内容

※仕入・販売等の計画
	※詳細等を別添資料として添付可

	必要経費
	　　　　　　　　　　　　　　円
（平成　　年　　月　　日頃までに経費が必要）

	返済見込
	過去の実施実績等
（新規の場合「なし」）
	

	
	計画の妥当性
（担当教員としての見解）
	

	
	返済（完済）予定日
	平成　　年　　月　　日頃を予定している。
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	（決定・承認）
	（審査）

――
	（受理）
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